予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　山岳遭難防止対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

危機管理部　防災課　救助・防災係　電話番号：058-272-1111（内3348）

E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　27,814千円（前年度予算額：3,434千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,434
	0
	0
	0
	0
	0
	264
	0
	3,170

	要求額
	27,814
	0
	0
	0
	0
	0
	223
	0
	27,591

	決定額
	20,400
	0
	0
	0
	0
	0
	223
	0
	20,177


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　平成22年度以降これまで「登山届の提出促進」「安全な登山の普及」「充分な装備品の携行」に重点を置き、登山口での遭難防止対策として、登山届ポストの設置、広報啓発活動等を実施してきたが、近年、県内における山岳遭難事故は、平成26年８月末現在における遭難件数は82件（昨年同期比+17件）、遭難者数は101人（昨年同期比+18人）、と増加傾向にあり、対策が急務となっている。
　　　登山者による事前の準備の徹底や危険箇所を周知し、山岳遭難事故の発生を未然に防止するため、県内の山岳遭難事故の約６割が発生している北アルプス地区を対象に、登山者に登山届の提出を義務付ける条例を平成26年６月議会で制定し、平成26年12月１日から施行したところである。
27年度は、これまでの取組みに加え、過料適用を見据えた条例の更なる普及啓発や条例施行にかかる運用体制の確保を図るとともに、登山者自身のレベルアップにつながるセミナー開催及び、北アルプス地区の山々の難易度が一覧できる「登山のグレード化」を実施する。
（２）事業内容
○従来の広報啓発活動経費
・県外居住登山者を対象とした広報啓発活動
　　　平成26年の遭難事故発生状況を分析し、遭難した登山者の居住割合が多い地域（東京都、大阪府等）において、隣接県（富山県、長野県、石川県）と連携し広報啓発活動を実施する。

また、山岳連盟（東京都、大阪府等）に対し、当県の山岳遭難防止広報

活動への協力を依頼するとともに、山岳専門誌（山と渓谷社、岳人）に当

県の山岳遭難防止活動、登山者への注意喚起及び山岳遭難防止条例等を掲

載する。

・北アルプス登山マップ（平成27年度版）の作成、配布
 　岐阜県内はもとより、富山県内及び長野県内の北アルプス全域を網羅した登山マップ（登山道、各種施設、平成26年中の遭難事故発生場所、危険箇所、登山届ポスト設置場所等を記載）を作成、配布する。

・北アルプス登山ガイドブック（平成27年度版）の作成、配布

北アルプス地域における登山ルート危険箇所、登山時に必要な服装、装
備品の携行、登山届提出の必要性等を記載した「ガイドブック」を作成、

配布する。
・安全登山推進リーフレット、ポスターの作成、配布

・山岳遭難防止強化期間における隣接県等と連携した広報啓発活動
夏山シーズン（７～８月）を「山岳遭難防止対策強化期間」と位置づけ、
隣接県（富山県、長野県、石川県）と連携し、各県の登山口における広報
啓発活動を展開する。

　　・春山（ゴールデンウィーク）における広報啓発活動

        ゴールデンウィーク期間中に、主要登山口における広報啓発活動を実施

　　・秋山における広報啓発活動

　　　　主要登山口における広報啓発活動を実施

・北アルプス地域でのバス車内放送の実施

・北アルプス三県（長野県、富山県、岐阜県）合同山岳遭難防止対策連絡会
議及び白山二県（石川県、岐阜県）合同山岳遭難防止対策連絡会議を開催

し、山岳遭難防止対策について検討のうえ実施する。
　　・広報啓発グッズの作成
【新】○条例施行に伴う広報強化経費、環境整備費等
　【届出義務化の周知強化】
・「山岳遭難防止条例」啓発用リーフレット、巾着袋の作成、配布

　　条例対象エリア（北アルプス地区）への入山者を対象に、県内の主要登山口及び長野県等で啓発活動を行うための啓発物品を作成、配布する。

・山岳専門誌、新聞広告での広報啓発活動
条例の周知を強化するため、山岳専門誌、新聞広告での啓発を実施する。
・北アルプス登山ガイドブック（平成27年度版）、啓発用リーフレットの韓国語版の作成、配布

　　韓国の登山ブームにより、北アルプス地区において、韓国人登山者が増加していることから、危険箇所、登山時に必要な服装、装備品の携行、登山届条例の内容等を記載したガイドブック、リーフレットの韓国語版を作成する。
・新穂高ロープウェイ内の案内放送の実施
・登山口での条例周知活動
【条例施行にかかる環境整備】
・指導体制の確保
　　登山届の義務化や山岳遭難防止を指導する指導員を、新穂高登山指導センターに配置（３名）
・登山届管理体制の確保
　　登山届の受付業務を委託

・登山届及び登山届提出済証の作成

【条例施行に関する関係団体との調整経費】

・条例施行に関し、地元関係者、関係官庁、隣接県、主要山岳団体、有識者と調整、説明、条例の周知を実施

・過料適用方針の検討に係る審議会開催　等
【新】○登山者のレベルアップセミナーの開催経費
　・著名人を招き、北アルプスへの登山者数が多い関東圏、関西圏の２箇所で

登山者のレベルアップに資するセミナーを実施。
・合わせて、地元有識者による、北アルプス登山の状況や具体的な注意点な

どについて講義を実施。
【新】○山のグレード化事業費
　・山岳ごとに難易度に応じたグレードを付け、グレード図を作成、啓発を実施。
＜グレード化とは＞
登山者の増加に伴い、登山初心者がいきなり急峻な山岳への登山に臨むケースなど、技術・装備が不十分な状態の登山が見られ、遭難事故増加の一因となっている。そのため、山岳ごとの難易度に応じた『山のグレード』を発信することで、登山者に「自分の力量にあった山選び」を促し、山岳遭難事故の防止に役立てるもの。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	3,110
	レベルアップセミナーの講師料等

	旅費
	3,192
	安全登山の啓発活動等に係る旅費

	印刷製本費
	1,318
	登山マップ等の印刷等

	委託料
	19,541
	業務委託料等

	その他
	653
	地元関係者等との調整に係る事務経費

	合計
	27,814
	


	　決定額の考え方　

　要求額を精査し、所要額を計上します。



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

　近年、県内における山岳遭難事故が増加傾向にあることから、安全登山に関する広報啓発活動、登山者指導等を県自ら推進することで山岳遭難事故防止を図るとともに、本年７月に制定された「山岳遭難防止条例」の周知徹底を実施していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始時
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	全登山広報実施

対象者数
	650人
（H23）
	1,030人

（H25）
	1,565人
（H26）
	1,800人
（H27）
	87％



（平成26年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）北アルプス三県(長野県、富山県、岐阜県)合同山岳遭難防止対策連絡会議

　○　第１回会議

　　平成26年5月20日　岐阜県飛騨警察署神岡警部交番で開催（出席者19人）

　○　第２回会議

　　平成26年11月19日　富山県黒部市役所宇奈月庁舎で開催（出席者16人）
（２）白山二県（石川県、岐阜県）合同山岳遭難防止対策連絡会議

　○　第１回会議

　　平成26年5月23日　岐阜県白川村役場で開催（出席者24人）

　○　第２回会議

　　平成26年11月13日　石川県庁で開催（出席者21名）
（３）北アルプスの山岳遭難防止に係る長野県・岐阜県調整会議

　○　第１回会議

　　平成26年7月8日　長野県庁で開催（出席者11人）

　○　第２回会議

　　平成26年9月9日　奥飛騨総合文化センターで開催（出席者13人）

（４）平成26年度の活動
　①県で実施した具体的な取組み

　　○　北アルプス登山マップの作成、配布

　　○　北アルプス登山ガイドブックの作成、配布

　　○　遭難者が多い北アルプス地域においてバス車内放送広告を実施

　　○　安全登山、登山届提出促進に関するリーフレット、ポスターの作成、配布

　　○　春山キャンペーン活動結果

　　　・岐阜県高山市奥飛騨温泉郷神坂　新穂高登山指導センター前
　　　　平成26年5月3日　対象200人

　　○　恵那山、御嶽山キャンペーン活動結果

　　　・岐阜県中津川市神坂地内　神坂登山口周辺

　　　　平成26年8月2日　対象30人

　　　・岐阜県下呂市小坂落合地内　小坂落合登山口

　　　　平成26年8月19日　対象15人

　　○　「山の日」広報キャンペーン活動結果
　　　・岐阜県高山市奥飛騨温泉郷神坂　新穂高ロープウェイ鍋平高原駅前
　　　　平成26年8月11日　対象500人
　　○　秋山キャンペーン活動結果
　　　・岐阜県高山市奥飛騨温泉郷神坂　新穂高登山指導センター
　　　　平成26年9月20日　対象130人
　②他県と連携した広域的な取組み

　　○　北アルプス三県（長野県・富山県・岐阜県）合同キャンペーン活動結果

　　・東京都新宿区地内　住友市ヶ谷ビル９階インプレスグループ市ヶ谷セミナールーム
　　　平成26年7月5日　　対象100人

　　・岐阜県高山市奥飛騨温泉郷地内　新穂高登山指導センター前

　　　平成26年7月19日　 対象200人

　　　平成26年8月8日　  対象　50人

　　○　白山二県（石川県、岐阜県）合同キャンペーン活動結果

　　　・大阪府大阪市北区内　アウトドアショッピングセンター「アルビ」

　　　　平成26年7月1２日　対象300人

　　　・岐阜県大野郡白川村平瀬地内　平瀬道登山口休憩所前

　　　　平成26年6月30日　 対象30人

　　　　平成26年7月26日　 対象150人


（平成26年度の成果）

	・平成26年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　主要登山口等において、登山者に対し登山届の提出、安全登山及び条例制定について直接呼びけたことにより、安全登山の普及啓発ができ、又登山届提出件数が増加した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　　○

	近年の登山ブームにより、県内における山岳遭難事故件数も年々増加していることから、山岳遭難事故防止対策を県自ら推進し、７月に制定された「岐阜県北アルプス地区における山岳遭難の防止に関する条例」を広く周知徹底を図っていくことは、重要な事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　安全登山及び登山届提出に関して広報啓発活動を実施した結果、登山届の提出件数は増加した。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　より効果のある広報活動を実施するため、関係県と合同で東京都内や大阪府内で広報活動を実施するなど、実施方法の見直しを図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　平成26年（８月末現在）において、遭難事故は、発生件数、遭難者数とともに過去最多を記録した平成25年を上回っていることから、効果的な遭難防止対策について検討をしていく必要がある。また、山岳遭難者数の約74％（平成26年８月末時点）が県外居住者であることから、県外に居住する登山者に対する呼びかけが必要である。
　また、本年７月に制定された「岐阜県北アルプス地区における山岳遭難の防止に関する条例」の過料適用を見据え、更なる周知徹底を図っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　近年、登山知識の不足による遭難事故が増加しており、遭難者の多くを県外居住者が占めているため、「県外居住登山者への啓発活動」を中心に事業を行う。


